情報リテラシー教育と大学図書館(レジュメ)
　　　　　　　　　　　　　　大城善盛(同志社大学)
　　　　　　　　　　　神戸大学（2003.3.4）　　　　
１．情報リテラシーについて

　最近、「情報リテラシー」という言葉がよく使われるようになってきた。しかし、その言葉が意味するところは、様々である。わが国で刊行されている「情報リテラシー」の名称をもつ本は、内容的にはほとんど「コンピュータ・リテラシー」になっている。１）
そのような状況の中で、長田秀一と野末俊比古は、アメリカで議論されている「情報リテラシー」（すなわち、information literacy）の理解の仕方をしている。２）

情報リテラシー教育を考える際に、「情報リテラシー」とは何か、をきちんと押さえておく必要がある。アメリカの大学図書館界で議論されているinformation literacy（情報リテラシー）について、その教育なども含めて紹介する。
２．コロラド州高等教育委員会のマスタープラン（1985年）

　アメリカにおいて、情報リテラシーや情報リテラシー教育が実質的に議論されるのは1980年代に入ってから。1980年代は大学および大学図書館にコンピュータがどんどん導入され、学生のコンピュータ・リテラシーの重要性が指摘された時代、そしてプログラミング言語を含む情報処理教育が盛んに行なわれた時代である。

他方、1985年には、ニューマン（F. Newman）という高等教育の専門家が『高等教育とアメリカの復活』（Higher Education and the American  Resurgence）という本を刊行し、アメリカの高等教育は多くの課題を抱えていることが指摘された時代でもある。３）
1980年代の初期に、コロラド州高等教育委員会は大学教育の状況を憂慮し、刷新すべく、コロラド州下の州立大学や私立大学の副学長、学部長、教授、図書館長等を招いて、高等教育のマスタープランを策定した。そのプランの中に大学図書館も教育の重要な一翼を担うよう位置づけられ、次のような情報リテラシー教育も入っていた。４）

情報リテラシーとは、ニーズを満たしてくれる情報に効果的にアクセスし、評価する能力のことである。そして、情報リテラシーは次のような特徴をもっている。
　1) 技術（skills）と知識（knowledge）の統合されたセットである。
　2) 態度の習得によって涵養されるものである。

　3) 涵養には時間と労力がかかる。

　4) ニーズ主導型（問題解決活動）である。
　5) リテラシーやコンピュータ・リテラシーとは異なるが、関連がある。

　以上は、BIの専門家であるブレイビックを中心に検討された結果である。情報リテラシー教育は図書館内で完結する自己完結型ではない、とも言っている。また上記5)もわが国の状況を考慮すると、重要である。アメリカではコンピュータ・リテラシーとの区別は、比較的早い時期にできている。ホートン（F. W. Horton Jr.）は論文「情報リテラシー対コンピュータ・リテラシー」で以下のように述べている。５）
「コンピュータ・リテラシーとは、コンピュータが問題解決に秘める能力についての理解であり、コンピュータは何ができ、何ができないかを理解することである。他方、情報リテラシーとは、知識が膨大になっていることや、問題解決や意思決定の際に必要なデータや文書や文献を同定し、アクセスし、そして入手する際に、如何にコンピュータシステムが役立つかを理解することである。」

３． シンポジアム「図書館と大学の卓越性を求めて」(Libraries and the Search for Academic Excellence)（1987年）

　ニューマンの『高等教育とアメリカの復活』については言及したが、1987年にはボイヤー（E. Boyer）が『アメリカの大学：カレッジ』（College: The Undergraduate Experience in America）を刊行して、アメリカの高等教育の問題点を指摘した。６）

そのような中で、1987年にブレイビックはコロンビア大学の図書館学部長ウェッジワース（R. Wedgeworth）と組んで、コロラド大学の総長ギー（E. G. Gee）、ニューマンやボイヤー、図書館界のリーダー達を招聘して、「図書館と大学の卓越性を求めて」（Libraries and　the Search for Academic Excellence）というテーマでコロンビア大学でシンポジアムを開催した。1988年に同じタイトルで報告書が出た。７）

報告書は、「これからの生涯学習社会において、大学生を自己決定のできる独立学習者に育てるためには、教育者はこれまで以上に教育に関心を払うべきであり、学生を自己決定のできる独立学習者にするためには、学生に情報リテラシーを身に付けさせる必要がある。学生は情報リテラシーを身に付けることによって、次のことができる」と言っている。
　1)現在および過去の情報を入手するためのプロセスやシステムを理解する。
　2)様々なニーズを満たしてくれる様々な情報チャンネルや情報資源の効果及び信頼性を評価できる。
　3)自分のために情報を入手し、保管するための基本的技術を習得できる。
　4) 著作権やプラバシーなど情報に関連した公的政策に対して自分の意見を述べ、責任のある市民になれる。

　また、上記のことを可能にするためには、情報収集と評価の技術を大学で教える必要があり、それはBIのような単独型ではなく、現存のカリキュラムの中に統合されるべきであるという。

2000年にはアメリカ大学図書館協会（Association of College and Research Libraries）が「高等教育のための情報リテラシー能力基準」（Information Literacy Competency Standards for Higher Education）を作成するが、８）　上記のことを精緻化させただけともいえる。

４．ALA会長情報リテラシー諮問委員会の『最終報告』（1989年）

　シンポジアムの参加者に次期ALA会長チズホム（M. Chisholm）がいた。シンポジアムの重要性に気づき、教育界から7人、図書館界から6人、合計13人で構成されるALA会長情報リテラシー諮問委員会を設置した。（その中の一人はブレイビックで、委員長を務める）。

1989年に『最終報告』（Final Report）を作成・公表した。９）
　『最終報告』の定義：情報リテラシーを有する人とは、情報が必要であるという状況を認識し、情報を効果的に探索し評価し活用する能力をもっている人のことである。『最終報告』は、このような能力をもつ市民を育成するためには、学校や大学が情報リテラシーの重要性を理解して、カリキュラムに組み入れる必要があると主張している。

[重要部分の抜粋]
　1)情報リテラシーは、情報化時代に生き残るための技能である。情報リテラシーを有する人は、日常生活において氾濫する情報に溺れることなく、問題解決や意志決定の必要性が生じた時に、情報を効果的に探索・評価・活用することができる。その情報源がコンピュータ、図書、映画、その他どのような情報資源であろうとも、情報リテラシーを有する人は、それら情報源から必要とする情報を選び出すことができる（中略）。

  2)大学における学習は一般的に受動的であり、教育方法は情報化の影響をほとんど受けていない。それを改善するためには、文化リテラシー、批判的思考力の開発などと同時に、情報リテラシーを不可欠な要素として教育の中に組み入れる必要がある。しかし現状は、情報化社会の歴史が浅いために、情報リテラシーの重要性は往々にして見落とされている。その上、教育改革は、教育が情報を事前にパッケージ化して提供するという長い歴史を引きずっているために、情報の管理技術の習得が必要であるという認識さえない。（中略）。

  3)情報の事前パッケージ化の影響が最も顕著にあらわれているのが学校や大学である。生徒や学生は講義や教科書から「調理済み」の情報を与えられ、彼らの学習環境には能動的な思考力や問題解決能力を高める要素はほとんど存在しない。問題解決学習が行われるにしても、人為的に構築された、限られた情報環境の中で行われ、単一の「正解」しか認められない。そのような学習法は実社会の問題解決から大きくかけ離れている（中略）。

  4)新しい学習モデルが必要である。それは実社会の情報資源を活用した学習である。受動的・断片的ではなく、能動的かつ統合的な学習である（中略）。

  5)新たな情報学のカリキュラムは必要でない。必要なのは学習プロセスの再構成である。教科書、ワークブックや講義に代えて、生涯にわたって学習や問題解決に活用し得るような情報資源をベースにした学習プロセス（生涯にわたって図書館利用の習慣が身につく学習経験）を実現させる必要がある。

　この抜粋は、情報リテラシーとは何か、その目指すものは何か、その教育はどうあるべきかを示しており、そして、そのことに関して、アメリカの学校および大学の現状にはどのような問題点があるか、を明確に示している。
　この抜粋は、わが国の状況を分析しているような錯覚さえ覚える。わが国では、アメリカのInformation Literacyに最も近い言葉は、「情報リテラシー」ではなく、学校教育界で使われている「情報活用能力」であろう。「情報活用能力」を育成する教科として、高等学校では2003年度から「情報」が設置され、それは「情報Ａ」、「情報Ｂ」「情報Ｃ」の3つの科目からなり、この中から1科目以上履修することになっている。
「情報Ａ」

1)情報を活用するための工夫と情報機器

2)情報の収集・発信と情報機器の活用

3)情報の統合的な処理とコンピュータの活用

4)情報機器の発達と生活の変化

「情報Ｂ」

1)問題解決とコンピュータの活用

2) コンピュータの仕組みと働き

3)問題のモデル化とコンピュータを活用した解決

4)情報社会を支える情報技術
「情報Ｃ」

1)情報のデジタル化

2)情報通信ネットワークとコミュニケーション

3)情報の収集・発信と個人の責任

4)情報化の進展と社会への影響

従来のカリキュラムと比較すると、すばらしい内容になっていると思うが、コンピュータを中心とした情報技術の習得に偏りすぎる感がある。『最終報告』などと比較すると、アメリカのInformation Literacyは「情報Ａ」「情報Ｂ」「情報Ｃ」の内容以上のものを求めている。しかし、「総合的な学習の時間」の中に、アメリカのInformation Literacyに近いものもある。「総合的な学習の時間」は国際、環境、情報などをテーマの例として挙げているが、そのねらいは：
１）各学校の創意工夫を生かした横断的・総合的な学習や指導生徒の興味・関心に基づく学習などを通して、自らの課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決する資質や能力を育てること。
２）情報の集め方、調べ方、まとめ方、報告や発表・討論の仕方などの学び方やものの考え方を身に付けること。
３）問題の解決や探求活動に主体的、創造的に取り組む態度を育成すること。
４）自己の生き方についての自覚を深めること、である。
４）を除けば、その「ねらい」こそ、アメリカのInformation Literacyがめざすものである。「情報リテラシー」という日本語を理解する場合、「総合的な学習の時間」の「ねらい」と「情報活用能力」を組み合わせたものが「情報リテラシー」である、と理解すべきであろう。

大学図書館員を中心とした今日のこのシンポジアムで、高等学校の話を持ち出している理由は、２－３年後には教科「情報」を履修した高校生が大学に入ってき、現在多くの大学図書館がやっているだろう情報リテラシー教育はほとんど必要なくなると思うからである。
５．『最終報告』以後

　『最終報告』の勧告の結果、1990年に「情報リテラシー全米フォーラム」（National Forum on Information Literacy）が設置。「全米フォーラム」は2002年現在、学校教育界、大学教育界、そして企業も含め、情報リテラシーに関心のある75以上の団体によって構成され、毎年3回フォーラムを開催している。１０）

　「全米フォーラム」の構成メンバーである中部州大学・学校協会（Middle States Association of Colleges and Schools）は、1992年に大学の認定条件に情報リテラシー教育を含めている。1１）（このような認定は文部科学省の認可にも匹敵するものである。）
ドイル（C. Doyle）は「全米フォーラム」から研究助成を得、報告書「1990年の国家的教育目標の中での情報リテラシー成果の測定」（Output Measures for Information Literacy within the National Educational Goals of 1990）を1992年に公表。その中の情報リテラシーは次の通り。１２）
「情報リテラシーとは様々な情報源から情報をアクセスし、評価し、利用する能力のことである」。情報リテラシーを有する人は、次の10の能力を有する。
1)情報ニーズを認識する。

2)正確で完全な情報が知的意思決定の基礎になることを認識する。

3)情報ニーズに基づいて質問を定式化する。

4)潜在的な情報源を同定する。

5)効果的な（successful）探索戦略を立てる。

6)コンピュータなどの技術を含む情報源にアクセスする。

7)情報を評価する。

8)実用的応用を目的として情報を組織化する。

9)既存の知識体系に新情報を統合する（選択した情報を自分の知識ベースに組み込むことができる。）
10)批判的思考や問題解決において情報を利用する。

　
『最終報告』の公表後、情報リテラシーは大学界および大学図書館界でホットなトピックになっていった。しかしその教育が現実にどの程度実施されているかについては不明であった。アメリカ大学図書館協会が1994-95年に実態調査を実施した。

3,236大学へ質問用紙を送付。834大学（26%）が回答。834大学のうち182大学（22%）が何らかの情報リテラシー教育を実施。１３）また、質問用紙に、「批判的思考技術（critical thinking skills）とは情報ニーズの発生時を知り、情報へアクセスし、評価し、効果的に利用する個人の能力のことである。そして、情報リテラシーはその一部分を成す」、と定義を添付。「批判的思考技術」と「情報リテラシー」の相違が私には不明確で、私の課題となっている。調査の結果：コンピュータ・リテラシーやＢＩと取り違えて回答した大学あり。紙上の議論と現実とはギャップが生じている。

　1997年には、アメリカ大学図書館協会は、図書館員や関係者の啓蒙や研修を目的として、研修プログラムを開始。また、情報リテラシーのホームページも開設。そして、2000年には既述のように、「高等教育のための情報リテラシー能力基準」を作成。基準によると、情報リテラシーを有する人とは、次のことができる人である。
1)必要とする情報の範囲を決めることができる。

2)必要とする情報に効果的・効率的にアクセスできる。

3)情報および情報源を批判的に評価できる。

4)選択した情報を自分の知識ベースに組み込むことができる。

5)特定の目的を達成するために情報を効果的に利用することができる。

6)情報利用に関わる経済的、法的、社会的問題を理解し、情報を倫理的に、そしてまた法律に則ってアクセスし、利用することができる。

　これは、大学生を念頭において、情報リテラシーを有する人という形で定義しているが、誰にでも当てはまる一般的な概念としても使える。これは「情報」という言葉を使って、教育(学習)の目標を表現したものであるとも理解できる。情報リテラシー教育は図書館だけでできるものではないことがはっきりする。
　アメリカ大学図書館協会は、最近状況を把握すべく、2001年に再度情報リテラシー教育の実施状況を調査。約2,700大学の副学長宛にe-mailで問い合わせて、710大学（26％）から回答を得る。前回同様、回収率は20％台であり科学的な実証性には乏しい。

結果→：　前回のように事前に情報リテラシーを定義するのではなく、各大学に定義させた。図書館員の広報活動によって既に「高等教育のための情報リテラシー能力基準」が普及しており、回答した大多数の大学が基準と同様な理解をしていた。そして、情報リテラシーが少なくとも1科目の中に必須要素として組み込まれている大学は320大学、一般教育の必須部分となっている大学は145大学あった。全然教えていない大学も132大学あり。教授陣については、図書館員と答えた大学は341大学、教員と答えた大学は45大学、教員と図書館員のチームと答えた大学は142大学あった。１４）
６．情報リテラシー教育と大学図書館

アメリカ大学図書館協会の中にＢＩ課があり、「大学におけるＢＩの目標」を公表していた。1988年に改定された。改訂された目標はコンセプトを「図書館」から「情報」に変更し、その目標は情報、情報源および情報システムを生涯にわたって利用できるような技術を学生に習得させることである、であった。具体的には、学生に、
1)情報が専門家によってどのように認識され、定義されているか、
2)情報資源がどのように構造化されているか、
3)情報資源が利用者にどのように知的にアクセスされるか、
4)情報資源はどのように物理的に組織化され、アクセスされるか、
を理解させることであった。25)
　この目標の中に、上記で論議された情報リテラシーに近いものを見ることができる。しかし、ＢＩ界ではこの4目標は極めて斬新なものであったため、１990年代はそれが実践可能かどうかについて議論が集中。情報リテラシーはこれよりも広い意味をもっているので、BI界では情報リテラシーまで範囲を広げる余裕はなかった。
1997年には、「大学図書館における指導プログラム・ガイドライン」（Guidelines for 　Instructional Programs in Academic Libraries）を公表しているが、「情報リテラシー」の用語は使われていない。目標として上記の1988年のＢＩ目標を踏襲している。
　しかし、1997-98年になると、アリゾナ大学西部校をはじめ、10いくつかのの大学で図書館員を中心に、ブレイビック、『最終報告』、ドイル等が提唱する情報リテラシーを学生に涵養すべく実践を行ない、ホームページなどを使って公表したりした。また、ＢＩ担当者、図書館長、その他の関係者が実践例などをもとに情報リテラシー教育ついて論文を発表したりした。１６）
　そのような状況の中で、2001年に改訂版「情報リテラシー指導の目標：大学図書館員のためのモデル」（Objectives for Information Literacy Instruction: A Model Statement for Academic Librarians）を作成された。１７）　そのモデルは、「高等教育のための情報リテラシー能力基準」を完全に受け入れている。すなわち、ＢＩは情報リテラシー教育の一翼を担うという立場に立っている。そして、「情報リテラシー指導の目標」は「高等教育のための情報リテラシー能力基準」の中のＢＩ担当者が関係する部分を抜き出している。具体的には、以下の(参考)に挙げた「高等教育のための情報リテラシー能力基準」の中の基準４以外は、図書館員が主体的に関わるものとして、「高等教育のための情報リテラシー能力基準」よりももっと詳細に具体的に成果(能力)を記述している。ただし、図書館員が単独に図書館内だけでやるものという意味ではない。因みに、基準4は、基本的に大学教員が責任を持つべきだと考えられている。
　　アメリカの大学図書館における情報リテラシー教育について全体的にまとめると、BIは、21世紀になった現在でもone-shot instruction (１コマ分の授業)が優勢であり、そのような短時間の指導（教育）に、「情報リテラシー教育」の名称を使うことに抵抗を示す人、BIは情報リテラシー教育を支援するもの、またはその一部を成すという理解のもとにBIに「情報リテラシー教育」を当てはめる人、BI＝（イコール）情報リテラシー教育だと思っている人、の3種の図書館人が混在しているのが現状である。１８）　

――ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
(参考)
「高等教育のための情報リテラシー能力基準」
基準1:情報リテラシーのある学生は、必要とする情報の性質と範囲を決めることができる。  実行指標1：情報リテラシーのある学生は、情報に対する要求を認識し、それを明確に述
　　　べる。

実行指標2：情報リテラシーのある学生は、利用可能な種々のタイプや形式の情報源を同
定する。

実行指標3：情報リテラシーのある学生は、必要とする情報を収集するためのコストと便
益を考慮する。

実行指標4：情報リテラシーのある学生は、情報要求の種類と範囲を再評価する。

基準2：情報リテラシーのある学生は、必要とする情報に効果的・効率的にアクセスする
ことができる。

実行指標1：情報リテラシーのある学生は、必要とする情報にアクセスするために最も適
切な調査方法、または情報検索システムを選択する。

実行指標2：情報リテラシーのある学生は、効果的に設計された検索式を作成し実行する。

実行指標3：情報リテラシーのある学生はオンラインで、もしくはさまざまな手段を用い
て個人的に情報を検索し入手する。

実行指標4：情報リテラシーのある学生は、必要ならば検索式を改良する。

実行指標5：情報リテラシーのある学生は、情報を抽出・記録し、情報と情報源を管理す
る。

基準3：情報リテラシーのある学生は、情報と情報源を批判的に評価し、選択した情報を
自分の知識ベースと価値体系に組み込むことができる。

実行指標1：情報リテラシーのある学生は、収集した情報から抽出される主アイディアを
要約する。

実行指標2：情報リテラシーのある学生は情報と情報源を評価する最初の基準を明確化し
応用する。 
実行指標3：情報リテラシーのある学生は、新しい概念を構築するために主アイディアを
総合する。

実行指標4：情報リテラシーのある学生は、新しい知識と以前の知識を比較し、得た情報
の付加価値、矛盾、もしくは特徴を同定する。

実行指標5：情報リテラシーのある学生は、新しい知識が自分の価値体系に影響を与えた
かどうかを判断し、相違の調和に努力する。

実行指標6：情報リテラシーのある学生は、他人および主題専門家・実務家との会話によ
り自分の情報の理解・解釈の妥当性を判断する。

実行指標7：情報リテラシーのある学生は最初の問題設定が訂正されるべきかどうかの判
断を下す。

基準4：情報リテラシーのある学生は、特定の目的を達成するために個人もしくはグループの一員として、情報を効果的に利用することができる。

実行指標1：情報リテラシーのある学生は、特定の成果や実行の企画・創作に新しい情報
や以前の情報を応用する。

実行指標2：情報リテラシーのある学生は、成果や実行の開発過程を改良する。

実行指標3：情報リテラシーのある学生は、成果を他の人に効果的にコミュニケートする。

基準5：情報リテラシーのある学生は、情報の使用に関する多くの経済的、法的、社会的
問題を理解し、倫理的、法的（法を遵守して）に情報にアクセスし利用すること
ができる。

実行指標1：情報リテラシーのある学生は、情報と情報技術に関する多くの倫理的、法的、
社会経済的問題を理解する。

実行指標2：情報リテラシーのある学生は、情報資源のアクセスと利用に関する法律、規
則、機関の方針、エチケットを遵守する。

実行指標3：情報リテラシーのある学生は、成果をコミュニケートする際、使った情報源
を明らかにする。
――ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
７．情報リテラシー教育の実施法

７．１. 理想的な実施法
　アメリカで考えられている情報リテラシーの理想的な実施法は、カリフォルニア州立大学システム（California State University System: CSU）が作成した報告書『CSUにおける情報リテラシー』に示されている、３段階方式である。
第1段階：新入生オリエンテーション科目の中での情報リテラシー教育

　アメリカの大学では、特に大規模の大学や少し質の落ちる大学では、新入生オリエンテーション科目（University Survey;  Freshmen Seminar）が、広く普及している。その新入生オリエンテーション科目を、第１段階の教育プログラムとして推奨している。新入生オリエンテーション科目の目的の一つは、キャンパスで入手（もしくはアクセス）可能な情報資源を、学生に報知することであり、学生に情報技術を教える最初の段階として、適当な科目である。しかし、その科目は学生生活がスムーズにいくよう、全般的な「オリエンテーション」の性質を有するため、情報リテラシー教育に費やす時間は短く、限界があることに留意する必要がある。
第２段階：一般教育の中での情報リテラシー教育

第2段階として、一般教育科目（general education）の中で、情報リテラシーを教える。CSUの大きな特徴は、すべての学生に一般教育を必須としていることである。大学で学生が成功するためには情報を効果的に、かつ賢く利用する能力が必要であり、すべての学生に必須となっている一般教育カリキュラムの中に、「情報リテラシー」が含まれるべきである。

第3段階：専門科目の中での情報リテラシー教育

特定の学問分野には特有の情報リテラシーが要求されると論じ、その情報リテラシーを第３段階として、専門科目の中に統合して教えることを推奨している。具体的な実施法として、2つのモジュールを提唱し、一つは専門基礎科目の中で教えることであり、専門基礎科目はその学問に特有な方法論、専門用語及び情報源について学生に紹介する（または習熟させる）ので、その中に情報リテラシーも当然含まれるはずである。２つめは複数の必須専門科目の中で教えること。この2つめのモジュールが、CSUで現在最も普及している方法である。CSUの多くの教員が、自分の科目に必要な情報資源を、授業の中に統合することによって、学生に情報リテラシーを身に付けさせている。
７．2. わが国の例

１）京都大学と熊本大学
　独立科目「情報探索入門」（京都大学）

　　　　　「情報メディアと図書館の活用」(熊本大学)

　問題点：２）と比べて深みがあるが、受講できる学生の数に限度がある。

２）慶応義塾大学と三重大学

　　多くの授業で、一部として組み込まれている。

問題点：多くの学生が受講できるが、深みがない。

１）と２）に共通する問題点：理想的な視点からはまだまだである。また、現実的な問題としては、他の大学では図書館側で質・量ともにそのようなサポート体制になっていない場合が多い。他の大学は、１）か２）を実現することが先決問題であろう。
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